
◎刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律の一部を改正する法

律 
（平成一八年六月八日法律第五八号）   

一、提案理由（平成一八年三月三一日・衆議院法務委員会） 

○杉浦国務大臣 刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律の一部を改正する法律案に

つきまして、その趣旨を御説明いたします。 

 明治四十一年に制定された監獄法は、被収容者の権利義務関係や職員の権限が法律上

明確にされていないなど、今日では極めて不十分なものとなっておりましたが、同法が

規定する事項のうち、刑事施設の基本及びその管理運営に関する事項並びに受刑者の処

遇に関する事項につきましては、平成十七年、昨年五月、刑事施設及び受刑者の処遇等

に関する法律が制定され、法整備が行われたところでございます。 

 他方、被逮捕者、被勾留者等の未決拘禁者、死刑確定者等の処遇につきましては、監

獄法の題名を改めました刑事施設ニ於ケル刑事被告人ノ収容等ニ関スル法律により規定

され、依然として、その内容は極めて不十分であり、また、受刑者の処遇との間で不合

理な法律上の格差が生じることとなっているため、早期にこれに関する法整備を行う必

要がございます。 

 さらに、都道府県警察の留置場及び海上保安庁の留置場については、その設置根拠が

法令上明文で存しないこと、これらに留置される者のうち、被逮捕者は、その処遇に関

する規定がなく、また、刑事施設に代用される警察留置場に留置される被勾留者等は、

これに対する法律の適用関係が不明確であることなどの問題点があり、所要の法整備を

行う必要がございます。 

 この法律案は、このような状況を踏まえ、刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律

の一部を改正し、同法において、刑事施設、留置施設及び海上保安留置施設に収容され

ている未決拘禁者等について、その人権を尊重しつつ、適切な処遇を行うため、その処

遇に関する事項について定めるほか、留置施設及び海上保安留置施設について所要の法

整備を行おうとするものでございます。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、未決拘禁者等の処遇について定めるものであり、その権利及び義務の範囲を

明らかにするとともに、その生活及び行動に制限を加える必要がある場合につき、その

根拠及び限界を定めること、適正な生活条件の保障を図るとともに、医療、運動等その

健康の維持のために適切な措置を講ずること、外部交通についての規定を整備すること、

刑事施設の長等の一定の措置についての審査の申請、身体に対する違法な有形力の行使

等についての事実の申告等の不服申し立て制度を整備することなどを内容とするもので

あります。 

 第二は、留置施設及び海上保安留置施設の基本及びその管理運営に関する事項を定め

るものであり、これらの施設の設置根拠を設けること、刑事施設の収容対象者について、



一部の者を除き、刑事施設に収容することにかえて留置施設に留置することができるこ

ととすることなどに加え、留置施設の運営の透明性を確保するために、留置施設視察委

員会の設置、組織及び権限についても定めることとしております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一八年四月一八日） 

○石原伸晃君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、刑事施設、留置施設及び海上保安留置施設に収容されている未決拘禁者等に

ついて、その権利及び義務の範囲を明らかにするなど、その処遇に関する事項について

定めることとしております。 

 また、留置施設及び海上保安留置施設の設置の根拠、刑事施設の収容対象者の留置施

設への代替収容等について定めることとしております。 

 本案は、去る三月二十四日本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会

に付託され、三十一日杉浦法務大臣から提案理由の説明を聴取し、同日質疑に入り、四

月十一日、参考人から意見を聴取し、警視庁四谷警察署及び東京拘置所の視察を行いま

した。 

 十四日、本案に対し、民主党・無所属クラブ及び社会民主党・市民連合の共同提案に

係る修正案が提出され、趣旨の説明を聴取した後、本案及び修正案について質疑を行い、

討論、採決の結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本案は賛成多数をもって原案

のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年四月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 未決拘禁者の処遇に当たっては、有罪判決が確定した者でないことを踏まえ、必要

のない制約が行われることがないよう十分に留意するとともに、その防御権を尊重す

ること。 

二 一の趣旨にかんがみ、未決拘禁者の私物の保管限度量を定めるに当たっては、訴訟

の準備に支障が生じることのないよう、訴訟記録等の取扱いについて特段の配慮をす

ること。 

三 未決拘禁者と弁護人等との面会については、面会の状況を監視すること等によりか

りそめにも秘密交通権の侵害となることがないよう留意するとともに、連日的・集中

的な公判審理が行われる中で防御権を実質的に保障するため、夜間・休日面会に対応

することができるよう、必要な人的・物的体制の整備に努めること。 



四 未決拘禁者と弁護人等との連絡手段としての電話、ファックス等の導入については、

その必要性や通信インフラその他の物的基盤・人的基盤の整備状況等を踏まえ、弁護

人の同一性の確認等の課題にも留意しつつ、これを利用できる範囲や具体的な方法、

捜査上の必要性との調整の在り方等について実質的検討を行うこと。 

五 一日一時間を目標とした運動環境や、女子の被収容者の処遇にはできる限り女子の

職員を配置することの検討を含め、被収容者の生活環境の一層の改善を図るため、必

要かつ十分な予算を確保し、刑事施設の人的・物的整備に努めること。 

六 昭和五十五年に法制審議会から「関係当局は、将来、できる限り被勾留者の収容の

必要に応じることができるよう、刑事施設の増設及び収容能力の増強に努めて、被勾

留者を刑事留置場に収容する例を漸次少なくすること。」との答申がなされたが、現

在、刑事収容施設の過剰拘禁問題の解決が、当時に比しても、喫緊の課題となってお

り、その実現に向けて、関係当局は更なる努力を怠らないこと。 

七 六の取組を踏まえ、次なる課題として、刑事司法全体が大きな変革の時代を迎えて

いることなどを踏まえて、刑事司法制度の在り方を検討する際には、平成十六年四月

二十三日の当委員会の附帯決議の一を尊重し、取調べを含む捜査の在り方について検

討するとともに、代用刑事施設制度の在り方についても、刑事手続全体との関連の中

で検討すべきこと。 

八 代用刑事施設に収容される者は原則として被疑者に限られるべきであり、起訴後は

速やかに刑事施設に移送されることが可能となるよう努力すべきこと。 

九 捜査と留置の完全な分離を図るため、留置担当官は捜査業務に従事してはならない

こととともに、捜査担当官は担当する被疑者の留置業務に従事してはならないことを

徹底し、また、被留置者の起居動作の時間帯を遵守すべく努めること。 

十 留置業務管理者は、未決拘禁者等の居室の出入りについて、その時刻その他の事項

を記録し、保存するとともに、裁判所等からの求めに応じ、これを開示すること。 

十一 反則行為に対する禁止措置の規定は、対象者が未決拘禁者であることも十分に踏

まえた運用に努めることが必要であり、また、かりそめにも取調べと関連づけること

のないよう徹底すべきこと。 

十二 防声具の使用状況については、留置施設視察委員会に必ず報告するとともに、留

置施設における防声具の使用の将来的な廃止を目指し、留置施設への保護室の整備を

計画的に進めるほか、処遇困難被留置者の早期の刑事施設への移送を積極的に推進す

ること。 

十三 留置施設視察委員会は、幅広く各界各層から委員を選任することとし、委員会が

留置業務管理者に対して述べた意見は、本制度が導入された趣旨にかんがみ、十分尊

重されること。 

十四 死刑確定者処遇の原則に定められている「心情の安定」は、死刑に直面する者に

対する配慮のための原理であり、これを死刑確定者の権利を制限する原理であると考



えてはならないこと。 

 なお、七の平成十六年四月二十三日の当委員会の附帯決議の一は、「政府は、最高裁

判所、法務省及び日本弁護士連合会による刑事手続の在り方等に関する協議会における

協議を踏まえ、例えば、録画ないし録音による取調べ状況の可視化、新たな捜査手法の

導入を含め、捜査又は公判の手続に関し更に講ずべき措置の有無及びその内容について、

刑事手続全体の在り方との関連にも十分に留意しつつ検討を行うこととし、本委員会は、

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律施行までに実質的な論議が進展することを期待

する。」であります。 

三、参議院法務委員長報告（平成一八年六月二日） 

○弘友和夫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、刑事施設、留置施設、海上保安留置施設に収容されている未決拘禁者等

について、その人権を尊重しつつ、適切な処遇を行うため、その権利及び義務の範囲を

明らかにするなど、その処遇に関する事項について定めるほか、留置施設及び海上保安

留置施設の設置の根拠、留置施設への代替収容等について所要の規定を整備しようとす

るものであります。 

 委員会におきましては、代用監獄制度に対する認識、未決者の拘禁の在り方、捜査と

留置の分離の徹底、取調べの可視化など捜査の在り方等について質疑が行われたほか、

参考人からの意見聴取、警視庁本部留置場品川分室及び東京拘置所の実情調査など、幅

広い審査を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、民主党・新緑風会の千葉委員より、政府は留置施設における未決

拘禁者の収容を漸減するよう努めなければならないものとする等の修正案が提出されま

した。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党の仁比委員より、修正案に賛成し、原

案に反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終わり、順次採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案ど

おり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年六月一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 昭和五十五年の法制審議会による、「関係当局は、将来、できる限り被勾留者の収

容の必要に応じることができるよう、刑事施設の増設及び収容能力の増強に努めて、

被勾留者を刑事留置場に収容する例を漸次少なくすること。」との答申を想起しつつ、

現在、刑事収容施設の過剰拘禁問題の解決が、当時に比しても、喫緊の課題になって

おり、その実現に向けて、関係当局はさらなる努力を怠らないこと。 



二 未決拘禁者の処遇に当たっては、有罪判決が確定した者でないことを踏まえ、必要

のない制約が行われることがないよう十分に留意するとともに、その防御権を尊重す

ること。特に、未決拘禁者の私物の保管限度量を定めるに当たっては、訴訟の準備に

支障が生じることのないよう、訴訟記録等の取扱いについて十分に配慮すること。 

三 未決拘禁者と弁護人等との面会については、面会の状況を監視すること等によりか

りそめにも秘密交通権の侵害となることがないよう留意するとともに、連日的・集中

的な公判審理が行われる中で防御権を実質的に保障するため、夜間・休日面会に対応

することができるよう、必要な人的・物的体制の整備に努めること。 

四 未決拘禁者と弁護人等との連絡手段としての電話、ファックス等の導入については、

その必要性が高いことにかんがみ、通信インフラその他の物的基盤・人的基盤の整備

に努めるとともに、弁護人の同一性の確認等の課題にも留意しつつ、これを利用でき

る範囲、方法、アクセスポイントの在り方等について検討を進めること。 

五 被収容者の生活環境の一層の改善を図るとともに、刑事施設における過剰収容状態

が拡大し、職員の勤務負担が増大し続けていることにかんがみ、過剰収容問題の解決

に向けて必要かつ十分な予算を確保し、刑事施設の人的・物的整備に努めること。 

六 裁判員制度の実施を控え、刑事司法制度の在り方を検討する際には、取調べ状況の

可視化、新たな捜査方法の導入を含め、捜査又は公判の手続に関し更に講ずべき措置

の有無及びその内容について検討を進めるとともに、代用刑事施設制度の在り方につ

いても、刑事手続全体との関連の中で検討すること。 

七 代用刑事施設においては、自白の強要といった批判を招くことのないよう捜査担当

者に徹底を図るとともに、女子の被収容者の処遇には女子の職員を配置するよう努め

ること。 

八 捜査と留置の完全な分離を図るため、留置担当官は捜査業務に従事してはならない

こと及び捜査担当官は原則として留置業務に従事してはならないこととし、取調べに

当たっては、被留置者の起居動作の時間帯を遵守するよう努めること。また、留置業

務管理者は、未決拘禁者等の居室の出入りについて、その時刻その他の事項を記録し、

保存するとともに、裁判所等からの求めに応じ、これを開示すること。 

九 防声具の使用状況については、留置施設視察委員会に必ず報告するとともに、留置

施設における防声具の使用の将来的な廃止を目指し、留置施設への保護室の整備を計

画的に進めるほか、処遇困難被留置者の早期の刑事施設への移送を積極的に推進する

こと。 

十 留置施設視察委員会の委員は、幅広く各界各層から選任することとし、委員会が留

置業務管理者に対して述べた意見は、本制度が導入された趣旨にかんがみ、十分尊重

すること。 

十一 拘禁されている被告人が法廷に出廷する際には、逃走等の防止に留意しつつ、ネ

クタイ、ベルト、靴の着用等服装に配慮すること及び捕縄・手錠を使用しないことに



ついて検討すること。 

十二 反則行為に対する禁止措置の適用に当たっては、対象者が未決拘禁者であること

を十分に踏まえ、かりそめにも取調べと関連付けることのないよう徹底すること。 

十三 死刑確定者の処遇に当たっては、死刑確定者処遇の原則に定められている「心情

の安定」は、死刑に直面する者に対する配慮のための原理であり、これを死刑確定者

の権利を制限する原理であると考えてはならないことを徹底すること。 

  右決議する。 

 


